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ンドが維持されることを想定しております。 
 

前 提 
2026/3

実績 

2027/3

前提 

2028/3

前提 

2029/3

前提 

2030/3

前提 

2031/3

前提 

無担保コールＯ／Ｎ( ％)  0.727 0.850 0.900 0.950 1.000 1.000 

日本円 TIBOR３カ月( ％)  1.268 1.500 1.800 1.900 2.000 2.000 

新発 10 年国債利回り( ％)  2.345 2.750 2.900 3.000 3.100 3.100 

ドル／円為替レート（円） 159.62 160.00 161.00 161.00 161.00 161.00 

日経平均株価（円） 51,063 66,000 68,000 69,000 69,000 69,000 

 
 ※ 2024/ ３、2025/ ３及び 2026/ ３の各実績値は、以下の数値を記載しております。 
 ・無担保コールＯ／Ｎ  ：日本銀行金融市場局・加重平均レート 
 ・日本円 TIBOR３ヶ月   : 全銀協・東京銀行間取引金利 
 ・新発 10年国債利回り ：日証協・店頭売買参考統計値 
 ・ドル／円為替レート  ：東京 17時終値気配値 
 ・日 経 平 均 株  価  ：終値 

以 上 



１．内閣府令第８１条第１項第１号に掲げる書類 

○ 最終の貸借対照表等及び剰余金処分計算書又は損失金処理計算書、当該貸借対照表

等の作成の日における自己資本比率を記載した書面、最近の日計表その他の最近にお

ける業務、財産及び損益の状況を知ることのできる書類

48



別紙様式第２号（第15条関係）

第 8 年 3 日現在） 貸　借　対　照　表

8 年 4 月 23 日　作成
8 年 6 月 9 日　備付

千円 千円

6,526
5,018

（うち個別貸倒引当金） ( )

24 期（令和 月 31

住 所 栃 木 県 那 須 塩 原 市 永 田 町 ６ 番 ９ 号

令和 信 用 組 合 名 那 須 信 用 組 合

令和 理 事 長 石 澤 典 雄

当 座 預 金 192,405

科目 　金 額　 科目 　金 額　

（資産の部） （負債の部）

普 通 預 金 36,110,297
貯 蓄 預 金 36,116

現 金 1,891,300 預 金 積 金 84,511,564
預 け 金 27,174,115

定 期 積 金 1,882,402
そ の 他 の 預 金 296,305

通 知 預 金 123,530
定 期 預 金 45,870,506

有 価 証 券 14,735,874

借 入 金 -
当 座 借 越 -

譲 渡 性 預 金 -
借 用 金 -

短 期 社 債 -
社 債 5,718,338

国 債 4,726,072
地 方 債 3,677,320

貸 出 金 45,095,584
割 引 手 形 10,498

株 式 37,800
そ の 他 の 証 券 576,343

手 形 貸 付 2,094,943
証 書 貸 付 40,836,529

そ の 他 負 債 208,423
再 割 引 手 形 -

当 座 貸 越 2,153,613
20,620

未 払 費 用 89,831

36,770
払 戻 未 済 金 10,313

給 付 補 塡 備 金 1,534
未 払 法 人 税 等 6,424

全 信 組 連 出 資 金 406,600
前 払 費 用 -

そ の 他 資 産 641,370
未 決 済 為 替 貸 7,071

未 決 済 為 替 借

そ の 他 の 資 産 113,441

そ の 他 の 負 債 18,640

リ ー ス 債 務

未 収 収 益 114,257

職 員 預 り 金 12,743

前 受 収 益

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 -

有 形 固 定 資 産 1,000,670

賞 与 引 当 金 19,215

建 物 249,966

役 員 賞 与 引 当 金 -

土 地 704,029

退 職 給 付 引 当 金 56,552

リ ー ス 資 産 6,204
資 産 除 去 債 務

無 形 固 定 資 産 11,640
ソ フ ト ウ ェ ア 8,638

建 設 仮 勘 定 -
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 40,470

の れ ん -

繰 延 税 金 負 債 -
リ ー ス 資 産 -

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 4,474
偶 発 損 失 引 当 金 104,478

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 3,002

債 務 保 証 3,512
前 払 年 金 費 用 - 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 46,095
繰 延 税 金 資 産 -

（ 純 資 産 の 部 ）
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産 - 負 債 の 部 合 計 84,954,317
債 務 保 証 見 返 3,512

普 通 出 資 金 523,642
貸 倒 引 当 金 △ 736,195 出 資 金 5,023,642

△ 644,178

優 先 出 資 申 込 証 拠 金 -
資 本 剰 余 金 323,709

優 先 出 資 金 4,500,000

資 本 準 備 金 323,709
そ の 他 資 本 剰 余 金 -

利 益 剰 余 金 345,714
利 益 準 備 金 104,364
そ の 他 利 益 剰 余 金 241,349

特 別 積 立 金
（優先出資消却積立金） (565,000)

組 合 員 勘 定 合 計 5,693,066
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 894,615

当 期 未 処 分 剰 余 金
（又は当期未処理損失金）

△ 323,650

565,000

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 -
土 地 再 評 価 差 額 金 65,105
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ 829,509
純 資 産 の 部 合 計 4,863,556

資産の部合計 89,817,873 負債及び純資産の部合計 89,817,873
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(注記）
（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示

単位未満を切り捨てて表示しております。

（２）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、その他有
価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法、時価を把握
することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っており
ます。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま
す。

（３）土地の再評価に関する法律（平成１０年法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を
行っております。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係
る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て純資産の部に計上しております。

・再評価を行った年月日　　　平成１１年３月３１日
・当該事業用土地の再評価前の帳簿価額　　   179百万円
・当該事業用土地の再評価後の帳簿価額　　   290百万円
・同法律第３条第３項に定める再評価の　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年

方法　　　　　　　　　　　　　　　　　政令第１１９号）第２条１号に定める地価公示
法の規定により、公示された価格に合理的な調
整を行って算定した価格、又は５号に定める不
動産鑑定士の鑑定価格に基づいて算出しており
ます。

　　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の決算期における時価の合計額と当該事業
　　用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額△170百万円

（４）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以
後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以後に取得した建物附属
設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりで
あります。

・建　物 ５年～５０年
・その他 ２年～２０年

（５）無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しております。なお、自
社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却し
ております。

（６）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中の
リース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価格につい
ては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは
零としております。

（７）貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）

　　に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という）の債権について
　　は、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び
　　保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の
　　状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る
　　債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
　　その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額
　　を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎と
　　した貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等
　　必要な修正を加えて算定しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に融資部が資産査
　　定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評
　　価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額
　　から直接減額しており、その金額は492百万円であります。
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（８）賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（９）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度を採用しておりま
　　す。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（令和７年３月３１日現在）
年金資産の額　　　　　　　　　　　　　243,135百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額　　　　　207,181百万円

差引額                                 35,953百万円

（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
（自令和６年４月１日　至令和７年３月３１日）　　0.519％

（3）補足説明

上記（1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高8,850百万円であ
 る。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間７年の元利均等償却であり、当組合は
当期の計算書類上、特別掛金６百万円を費用処理している。

なお、（特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗
じることで算定されるため、）上記（2)の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しない。

（10）睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備え
るため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

（11）偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における支出に備えるた
め、将来の負担金支出見込額を計上しております。

（12）消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月31日）（以下、「収益認識会計
基準」という。）等を令和3年度の期首から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方
式へ変更しております。この変更による計算書類への影響は僅少であります。

なお、収益認識会計基準第89項に定める経過的な取扱いに従い、令和3年度の期首より前まで
　　に税込方式に従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等相当額を控除して
　　おりません。

（13）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額は22百万円で金銭債務は
ありません。

（14）有形固定資産の減価償却累計額1,099百万円

（15）債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は948百万円、危険債権額は1,549百万円で
あります。

なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開
　　始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権で
　　あります。
　　また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪
　　化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生
　　債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

（16）債権のうち、三月以上延滞債権額は0百万円であります。
なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延して

　　いる貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。

（17）債権のうち、貸出条件緩和債権額は10百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

　　免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
　　出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないも
　　のであります。

（18）破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、三月以上延滞債権額並びに貸出条件緩
和債権額の合計額は2,509百万円であります。

なお、（15）から（18）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（19）貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等及び営業用車両についてリース契約
により使用しております。
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（20）手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形の額面金額は10百万円であります。

（21）担保に提供している資産は、次のとおりであります。
・担保提供している資産 預け金 4,891百万円

上記のほか、公金取扱い、内国為替取引及び日本銀行歳入復代理店取引のために預け金
4,510百万円を担保として提供しております。

（22）出資1口当たりの純資産額は△789円93銭です。

（23）金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）

　　をしております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的

　　で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒

　　されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

（3） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当組合は、与信規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件
　　ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信
　　管理に関する体制を整備し運営しております。

これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的にリスク管理委員
　　会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。

さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関し

　　ては、業務部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理

当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、リ

スク管理委員会において決定されたALMに関する方針に基づき、理事会において実施状況の
把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。

日常的には、業務部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ
分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで理事会に報告しておりま
す。

　　（ⅱ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、

「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」でありま
す。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、「保有期間１年、過去５年の観測
期間で計測される99パーセンタイル値」を用いた時価【または経済価値】の変動額を市場リ
スク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。

当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を（固定金利群と変動金利
群に分けて、）それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動
幅を用いております。

なお、当事業年度末現在、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の
99パーセンタイル値を用いた時価【または経済価値】は、1,057百万円減少するものと把握して
おります。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリ
スク変数との相関を考慮しておりません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が
生じる可能性があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境
を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
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（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

　　された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用している
　　ため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開
　　示しております。

（24）金融商品の時価等に関する事項
令和８年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであ

　　ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含め
　　ておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

-
（2）預け金（＊1） 1,242
（3）有価証券

満期保有目的の債券 △ 903
その他有価証券 -

（4）貸出金（＊１）
貸倒引当金（＊２）

△ 177
金融資産計 161

（1）預金積金（＊1） △ 296

（2）借用金（＊1） -
金融負債計 △ 296

（＊１） 貸出金、預け金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出し
た時価に代わる金額」が含まれております。

（＊２） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
　金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
　　価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定
　　し、当該現在価値を時価とみなしております。
（2）有価証券

債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
また、ブローカーから入手した理論値は、元本部分、クーポン部分（コンベクシティ調整後

　　）、フロア価値の合計を国債カーブの割引金利で評価した価値であり、10年金利のボラティリ
ティーに依存する部分は、スワップション市場のインプライド・ボラティリティー・カーブを
用いて評価しております。

なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については（２）に記載しておりま
　　す。
（3）貸出金

貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当
　　金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額
　　として記載しております。

① ６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、その
貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。

② ①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場金利で
割り引いた価額を時価とみなしております。

7,689 7,689

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

1,891 1,891

貸借対照表
時　　価 差　　額

計　上　額
（1）現金

44,359 44,181
△ 736

27,174 28,417

7,008 6,105

88,122 88,284

45,095

84,511 84,214

84,511 84,214

- -
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　金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみなしておりま
　　す。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利
　　金の合計額を一種類の市場金利で割り引いた価額を時価とみなしております。
（2）借用金

借用金については、帳簿価額を時価としております。

 （注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価
情報には含まれておりません。

（＊１） 非上場株式及びその他の証券については、市場価格がなく、時価を把握することが極
めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊２） 組合出資金（全信組連出資金等）のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握する
ことが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象
とはしておりません。

  (注３）金融債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

１年超
５年以内

５年超
10年以内

預け金 25,465 208 500 1,000
有価証券 1,500 3,800 4,400 6,100
　　満期保有目的の債券 - 900 3,200 3,100
　　その他有価証券のうち 1,500 2,900 1,200 3,000
　　満期があるもの
貸出金 2,068 4,689 14,177 22,021

29,033 8,697 19,077 29,121
※貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込

めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

 （注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

１年超 ５年超
５年以内 10年以内 10年超

預金積金 61,441 23,047 22 -
借用金 - - - -

61,441 23,047 22 -
※預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

（25）有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地
方債」、「社債」、「その他の証券」が含まれています。以下（29）まで同様であります。

①売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

株 式
債 券

国  債

地方債

社　債

そ の 他
小 計

（単位：百万円）
区   分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊１） 37

組合出資金（＊２） 406
444

その他の証券（＊１） 0

１年以内 10年超

合　　計

（単位：百万円）

（単位：百万円）

合   計

【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

②満期保有目的

合　　計

１年以内

-百万円 -百万円 -百万円

　貸借対照表 時　価 差　　額
計上額

-百万円 -百万円 -百万円
-百万円 -百万円 -百万円
-百万円 -百万円 -百万円
-百万円 -百万円 -百万円
-百万円 -百万円 -百万円
-百万円 -百万円 -百万円
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株 式
債 券

国  債

地方債

社  債

そ の 他
小 計
合 計

株 式
債 券

国  債

地方債

社　債

そ の 他
小 計

株 式
債 券

国  債

地方債

社  債

そ の 他
小 計
合 計

 　たものであります。

（26）当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

（27）当期中に売却したその他有価証券は、次のとおりであります。

△19百万円

（28）保有目的を変更した有価証券はありません。

（29）その他有価証券の満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は、次のとお
りであります。（記載単位は百万円）

債 券
国  債

地方債

社  債

そ の 他
合 計

（注） 時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。

　1,491 3,718 4,300 5,187 

　1年以内　　1年超 5年超 10年超
5年以内 10年以内

　1,491 3,445 3,997 5,187
　   － 305 280 4,140

0 197 3,000 480 
　1,491 2,942 717 567 
　　 － 273 303 －

 7,727百万円  　  8,621百万円　   　△894百万円
（注） 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上し

   273百万円 300百万円 △27百万円
 4,824百万円 5,097百万円 △273百万円

【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

 7,113百万円 7,984百万円 △870百万円

-百万円 -百万円 -百万円
-百万円 -百万円 -百万円

　　37百万円 37百万円 -百万円

   303百万円 300百万円 3百万円
   303百万円 300百万円 3百万円

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

計上額

-百万円 -百万円 -百万円

-百万円 -百万円 -百万円

  3,000百万円 2,710百万円  　△289百万円
    893百万円 864百万円     △29百万円

-百万円 -百万円 -百万円

　貸借対照表　　　　取得原価 差　　額
計上額

 1,611百万円 2,100百万円 △489百万円
   677百万円 785百万円 △108百万円

 7,423百万円 8,321百万円 △897百万円

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】
　貸借対照表　　　　時　　価 差　　額

計上額

-百万円 -百万円 -百万円
   7,008百万円 6,105百万円    △903百万円
  3,114百万円 2,530百万円　  △584百万円

  7,008百万円 6,105百万円　   △903百万円
  7,008百万円  　  6,105百万円　   △903百万円

-百万円 -百万円 -百万円

　貸借対照表 取得原価 差　　額

③その他有価証券

売却原価 売却価額 売却損益
100百万円 81百万円

55



（30）賃貸等不動産の状況に関する事項
当組合では、下記の賃貸等不動産を保有しております。

（31）賃貸等不動産の時価に関する事項
貸借対照表計上額（百万円）　　　　　　　時価（百万円）

　3 1
（注）当事業年度末の時価は,不動産鑑定士の鑑定価格に基づいて算定しております。

（32）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出を受け
た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること
を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、5,588百万円であります。

このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが5,588百万円
　　あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その
　　ものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組
　　合が実行申込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられ
　　ております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約
　　後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の
　　見直し、与信保全上の措置等を講じております。

（33）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度額超過額 174百万円
部分直接償却損金算入限度額超過額 91百万円
税務上の繰越欠損金 292百万円（注）
その他有価証券評価差額金 253百万円
その他 117百万円

繰延税金資産小計 928百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △292百万円（注）
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額   △636百万円

評価性引当額小計 △928百万円
繰延税金資産合計 0百万円

その他有価証券評価差額金 0百万円
繰延税金負債合計 0百万円

繰延税金資産の純額 0百万円

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超 合計

131 － 11 139 9 292
△ 131 － △ 11 △ 139 △ 9 △ 292

－ － － － － －
※税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

税務上の繰越欠損

評価性引当額

繰延税金資産

土地
那須郡那須町大字高久甲字愛岩前469-6・469-9 28.97㎡
那須郡那珂川町馬頭字室町397-2 104.79㎡

　繰延税金負債

（単位：百万円）
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別紙様式第３号（第15条関係）

令和 7 年 ４ 月 １ 日 から

令和 8 年 ３ 月 ３１日 まで

8 年 4 月 23 日　作成
8 年 6 月 9 日　備付

理　　事　　長

千円

繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） 47,622
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 31,221
当 期 未 処 分 剰 余 金

▲ 323,650
（ 又 は 当 期 未 処 理 損 失 金 ）

法 人 税 等 調 整 額 ▲ 4,950
法 人 税 等 合 計 1,473
当 期 純 利 益 （ 又 は 当 期 純 損 失 ） ▲ 402,494

税 引 前 当 期 純 利 益 ▲ 401,020
（ 又 は 税 引 前 当 期 純 損 失 ）
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,424

減 損 損 失 115,180
そ の 他 の 特 別 損 失 5

そ の 他 の 特 別 利 益 20
特 別 損 失 130,455

固 定 資 産 処 分 損 15,269

固 定 資 産 処 分 益 18
負 の の れ ん 発 生 益 -
金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額 -

そ の 他 の 経 常 費 用 84,477
経 常 利 益 （ 又 は 経 常 損 失 ） ▲ 270,603
特 別 利 益 38

株 式 等 償 却 -
そ の 他 資 産 償 却 -

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 338,252
貸 出 金 償 却 -
株 式 等 売 却 損 -

物 件 費 283,780
税 金 29,813

そ の 他 経 常 費 用 422,730

そ の 他 の 業 務 費 用 31
経 費 792,690

人 件 費 479,097

国 債 等 債 券 償 還 損 -
国 債 等 債 券 償 却 -

国 債 等 債 券 売 却 損 19,473

支 払 為 替 手 数 料 11,960
そ の 他 の 役 務 費 用 77,657

そ の 他 業 務 費 用 19,504

そ の 他 の 支 払 利 息 146
役 務 取 引 等 費 用 89,617

借 用 金 利 息 48

預 金 利 息 173,463
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額 1,400

そ の 他 の 経 常 収 益 51
経 常 費 用 1,499,603

資 金 調 達 費 用 175,059

償 却 債 権 取 立 益 3,211
株 式 等 売 却 益 -
金 銭 の 信 託 運 用 益 -

そ の 他 の 業 務 収 益 1,649
そ の 他 経 常 収 益 3,262

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 -

国 債 等 債 券 償 還 益 -
そ の 他 業 務 収 益 1,649

役 務 取 引 等 収 益 83,062
受 入 為 替 手 数 料 26,159
そ の 他 の 役 務 収 益 56,903

有 価 証 券 利 息 配 当 金 132,254
そ の 他 の 受 入 利 息 12,503

貸 出 金 利 息 865,978
預 け 金 利 息 130,288

石 澤 典 雄
科 目 金 額

経 常 収 益 1,228,999
資 金 運 用 収 益 1,141,024

令和 住 所 栃 木 県 那 須 塩 原 市 永 田 町 ６ 番 ９ 号
令和 信 用 組 合 名 那 須 信 用 組 合

第 24 期 ［ ］ 損　益　計　算　書
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（注記）

土地 13,416
建物 －
小計 13,416
土地 10,123
建物 3,405
小計 13,528
土地 25,793
建物 16,305
小計 42,098
土地 37,032

建物 9,103
小計 46,136
土地計 86,365
建物計 28,814
合　計 115,180

　営業店については、営業店毎に継続的な収支の把握を行っていることから各営業店を、遊休資産は各資産をグル
ーピングの単位としております。但し、営業店の中で大田原支店と黒羽支店はグルーピングしており、大田原支店
グループとして継続的な収支の把握を行っております。また、本部については、独立したキャッシュ・フローを生
み出さないことから共用資産としております。
　新店舗建設予定地の土地は、現状、建築を見合わせていることから遊休資産とし、使用範囲又は方法について
回収可能性を著しく低下させる変化が生じたことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、「減損損失」と
して特別損失に計上しております。
　大田原支店グループ（大田原支店・黒羽支店）、那須塩原支店は、営業利益減少によるキャッシュ・フローの
低下等により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、「減損損失」として特別損失に計上しております。
　当期の減損損失測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であります。正味売却価格は、不動産鑑定評価額
に基づき算出しております。

（単位：千円）

減損損失額

那須塩原支店

店舗1ヵ店

営業用
店舗1ヵ店

種類現行用途

大田原支店グループ
（大田原支店・黒羽支店）

営業用
店舗2ヵ店

（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については表示単位未満を切り捨てて
表示しております。

（２）出資１口当たりの当期純利益△76円52銭
（３）当期において、以下の資産について減損損失を計上しております。

本　部

資　産
又は資産グループ

本　部
（新店舗建設予定地）

遊休
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　　当 期 未 処 理 損 失 金

323,650,788

0　　繰　越　金（当 期 末 残 高）

　　特 別 積 立 金 取 崩 額

（単位：円）

 損　失　処　理　案

　　これを次のとおり処理いたします。
323,650,788
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第７表　単体自己資本比率
（単位：千円、％）

5,693,066

5,347,352

345,714

92,016

92,016

5,785,082

8,337

8,337

8,337

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に
該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに
限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額
（ロ）

基準日 2026 3 31

項目 当期末 前期末

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライ
ツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシン
グ・ライツに係るもの以外の額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金
の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

コア資本に係る基礎項目の額
（イ）

コア資本に係る調整項目　　（２）

コア資本に係る基礎項目　　（１）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員
勘定又は会員勘定の額

うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の
額

適格引当金不足額

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る十パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に
該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに
限る。）に関連するものの額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であっ
て自己資本に算入される額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるも
のを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本
調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
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5,776,745

32,336,547

32,333,034

3,512

勘定間の振替分

1,606,317

33,942,864

　 17.01 ％

 (注) 1．本表は、国内基準の適用を受ける信用組合が記載するものとする。

　　　2．本表における項目の内容については、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第5号ニ等の規定に基づき、

　　　　自己資本の充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項（平成19年金融庁告示第17号）における別紙様式第1号に従うものとする。

(単位：千円)

1

その他外部TLAC関連調達手段

うち、経過措置対象その他
外部TLAC関連調達手段で
あって、経過措置（10年
間）により150％のリス
ク・ウェイトを適用してい
ない額

うち、国内TLAC規制対象会
社の同順位商品であって、
経過措置（5年間）により
150％のリスク・ウェイト
を適用していない額

対象普通出資等（に相当する
もの）

連合会の対象普通出資等（に
相当するもの）

406,600

対象資本等調達手段のうち対
象普通出資等及びその他外部
TLAC関連調達手段に該当する
もの以外のもの（に相当する
もの）

リスク・アセット等の額の合計額
（ニ）

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

　　　3．他の金融機関等（自己資本比率告示第14条第3項に規定する「他の金融機関等」をいう。）の対象資本等調達手段の額について、
　　　　以下の表に記載すること。

区分 残高（末残）

オフ・バランス取引等項目

CVAリスク相当額を八パーセントで除して得た額

中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用
リスク・アセットの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセント
で除して得た額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八
パーセントで除して得た額

資本フロア調整額

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））
（ハ）

リスク・アセット等　（３）

信用リスク・アセットの額の合計額

資産（オン・バランス）項目

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係る
エクスポージャーに係る経過措置（自己資本比率
改正告示附則第12条第8項）を用いて算出したリス
ク・アセットの額から経過措置を用いずに算出し
たリスク・アセットの額を控除した額

　　　4．信用リスクに関する記載：（標準的手法を採用する信用協同組合等＝1、基礎的内部格付手法を採用する信用協同

　　　　組合等＝2、先進的内部格付手法を採用する信用協同組合等＝3）
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(単位：千円)

(単位：千円)

(単位：千円)

2

2

2

2

2

2

2

1

　　　11．特定取引勘定を設置しない信用協同組合等にあっては以下の左表の計数について、特定取引勘定を設置する信用協同組合等にあっては

　　　　以下の右表の計数について記載すること。

(単位：千円、％) (単位：千円、％)

89,817,873

％ ％比率(Ａ／Ｂ) 比率(Ａ／Ｂ)

売付商品債券 特定取引負債

計(Ａ) 計(Ａ)

総資産(Ｂ) 総資産(Ｂ)

　　　10．ﾏｰｹｯﾄ･ﾘｽｸ相当額不算入の特例に関する記載：（適用している＝1、適用していない＝2）

区分 当期末残高 区分 当期末残高

商品有価証券 特定取引資産

　　　9．ｵﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ取引並びに派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額に関する記載：（使用している場合＝1、

　　　　使用していない場合＝2）

　　　　ｶﾚﾝﾄ・ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ方式

　　　　SA-CCR

　　　　ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ変動額推計ﾓﾃﾞﾙ

　　　　期待ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ方式

適格STC要件充足分

　　　8．CVAリスクに関する記載：（使用している場合＝1、使用していない場合＝2）

　　　　簡便法

　　　　BA-CVA

　　　　SA-CVA

合計

　　　7．証券化エクスポージャーのうちﾘｽｸﾘﾃﾝｼｮﾝ規制抵触分及び適格STC等の要件充足分について、その内訳を以下の表に記載する

区分 信用ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄの額

ﾘｽｸﾘﾃﾝｼｮﾝ規制抵触分

適格短期STC要件充足分

不良債権証券化要件充足分

外部格付準拠方式

内部評価方式

標準的手法準拠方式

合計

　　　6．証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の合計額について、方式別にその内訳を以下の表に記載すること。

方式 信用ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄの額

内部格付手法準拠方式

ﾏﾝﾃﾞｰﾄ方式

蓋然性方式

ﾌｫｰﾙ･ﾊﾞｯｸ方式

　　　5．みなし計算を適用して計算した信用リスク・アセットの額の合計額について、方式別にその内訳を以下の表に記載すること
　　　　（方式名は告示と異なる）。

方式 信用ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄの額

ﾙｯｸ･ｽﾙｰ方式

1250％のリスク・ウエイト適用分
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(単位：千円、％)

％

1

2

2

2

0

0

2

2

1

2

2

　　　17. 前期データのうち、遡及適用、財務諸表の組替え又は修正再表示により変更が生じた箇所については、変更後の金額を欄外に
　　　　注記すること。

　　　16．ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸに関する記載：（使用している場合＝1、使用していない場合＝2）

　　　　BIの算出においてより保守的な算式を利用

　　　　ILMは「内部損失データ」を使用

　　　　ILMは「1」を使用

　　　　ILMは「保守的な見積値」を使用

　　　　ILMは「金融庁長官が指定する値」を使用

　　　　簡易的方式

　　　　標準的方式

　　　　内部モデル方式

　　　15．ﾏｰｹｯﾄ･ﾘｽｸに関するトレーディング・デスク数を記載すること。

　　　　標準的方式

　　　　内部モデル方式

(2)ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ相当額の合計額を八ﾊﾟｰｾﾝﾄで除して得た額

(3)外国為替ﾘｽｸ･ｶﾃｺﾞﾘｰの全体のﾈｯﾄ･ﾎﾟｼﾞｼｮﾝの額

(4)比率　(3)／((1)+(2)+(3))

　　　13．上記(注)12.について、明らかに(3)が1,000億円未満、かつ、(4)が10％未満である場合には、上記(注)12.の

　　　　記載はブランクとし、右記に「1」を記載すること。なお、上記(注)12.に記載がある場合、(注)13.はブランクとする。

　　　14．ﾏｰｹｯﾄ･ﾘｽｸに関する記載：（使用している場合＝1、使用していない場合＝2）

　　　12．外国為替ﾘｽｸ･ｶﾃｺﾞﾘｰのﾈｯﾄ･ﾎﾟｼﾞｼｮﾝ等の額（当期末時点）について記載すること。

区分 当期末残高

(1)信用ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄの額
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